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III. 全体総括 
1. 調査の前提と事例の類型  

本調査では、社会課題の解決に向けた協働を効果的に実現するために、どのようなセクターが、どのような役割で、どのよう
な活動を通して、協働により成果実現を目指したかについて、アメリカとカナダの事例を中心に調査した。協働の取組として、各
事例から共通して抽出できたポイントを記載する。 

なお、今回の調査では、以下に示す通り、取組を要素分解し、成り立ちからその後の維持・発展に向けて必要となった要素
（課題把握、経緯、共通の課題認識（アジェンダ）、実施方針、関係者の関与の在り方、成果）を各事例で共通事項と
して整理した。以下では、「２.調査結果の整理」において、４つの要素について、調査した事例で観察された事項と具体的な
例を整理し、「3.調査結果からの示唆」においてこれらの整理から得られる示唆をまとめた。 

 

図表 III-1. 調査項目の整理結果 
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2. 調査結果の整理  

 「課題把握」：問題の所在や取り組むべき課題の明確化 

取組を開始する上での社会課題の把握に向けては、多くの事例で、開始時に最初に取り組む事項として、相当の時間をか
けて、課題の把握に取り組んでいた。地域住民や支援を受けた経験者等の声を直接に収集し、社会課題の特定に向けた目
的を持った調査等を通じて社会課題の問題の所在や取り組むべき課題を明確に捉えることが出発点となっている。 

 

図表 III-2. 「課題把握」に関する取組例 

 

 

 「共通の課題認識（アジェンダ）」：当事者間の議論によって共通の課題認識が醸成される 

取組を進める上での共通の課題認識である「アジェンダ」を定めるに際しては、前述の課題把握のための各種調査等に基づ
いて、関係者間で徹底した議論を、ケースによっては２年半などの長い時間をかけて展開し、地域の現状や課題に対する共
通認識を醸成していた。 
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図表 III-3. 「共通の課題認識（アジェンダ）」に関する取組例 

 

 

 「関係者の関与の在り方」：大きなアジェンダのもと多様な関係者が緩やかに協働して取り組む 

今回の事例調査では、成果達成に向けた役割等を各関係団体に誰かがアサインする（割り当てる）のではなく、互いに課
題の共通認識を持ち、それぞれの団体がそれぞれに連携しながら取り組むメリットを明確にすることで、協働を維持する事例が
多くみられた。 

 

図表 III-4. 「関係者の関与の在り方」に関する例 
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 「成果」：成果指標や数値目標の設定が重要なのではなく、データに基づく改善を図ることを重視 

成果指標の設定に関してはアメリカ及びカナダにおいてもまだ手探りの段階であることが示された。また、取組の方向性によっ
ては、常に数値等の成果指標は必須ではなく、共通の大きな目標を目指して協働することの重要性を示した事例が確認でき
た。成果指標を設定しなくとも、様々なデータを収集し、時には大学の研究者の参画を得ながら高度な分析を行うケースや、
多様なデータの変化を「ダッシュボード」にして可視化しながら、取組の改善を図るケースが見られた。 

 

図表 III-5. 「成果」に関する取組例 
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3. 調査結果からの示唆  

今回の調査から、社会課題解決に際して、協働によって成果の向上を目指す際には、以下（図表 III-6）のような事項
が重要と考えられる。 

 

図表 III-6. 社会課題解決における成果最大化に向けた示唆 

 

 「課題把握」 

  本調査の結果、多くの取組開始時において、長い場合には数年間をかけて、課題を把握するための調査
を丁寧に実施していた。一つの支援で本質的な解決がもたらされるほど、社会課題は単純ではない。表層に
表れている事象をもたらす課題は何かに迫り、解決すべき課題を真摯に追究することが第一歩であり、そこか
ら協働が始まる。 

  例えば、カナダのバンクーバーで実施された”TRRUST”の事例では、若者のホームレス問題の解消を目指
して支援を実施していたが十分な効果が上がらなかった。改めて、若者や支援を受けた経験者等を含めた
調査やヒアリングにより、里子支援制度にポイントがあることが判明し、支援や制度の改善につながった。 

  特に本調査においては、地域の住民一人一人の生の声を集めるためにヒアリングや会議への参加を促す
等、当事者を関与させたうえ、解消すべき本質的な課題の把握につとめていることが分かった。逆に、解消す
べき地域の課題の把握が不十分であったために、支援の効果が十分に出なかった事例も確認できた。支援
を受けたことのある当事者や地域の方々の声を丹念に聞き、支援を行う団体や有識者等が課題は何であ
るかを議論し把握する。効果的な支援を実現する上では、「問題の所在や取り組むべき課題を明確にする
こと」が課題解決の出発点として重要な要素であると言える。 
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 「共通の課題認識（アジェンダ）」 

  同じ地域の住民や課題に取り組む団体同士であっても、課題と感じる内容には差異があるため、当事者
間のコミュニケーションを徹底して実施し、関係者間が納得して合意を形成することが重要である。調査やヒ
アリング等により、課題や実態を把握した上で、地域の課題や現状に対して、取組に関与する者が共通の
認識を持つことは非常に重要である。調査した事例においては、アメリカのフィラデルフィアで実施されてい
る”The Paschalville Partnership”では、地域の現状に対する共通認識の醸成に向け、徹底した議論を
関係者間で行っていた。また、調査結果に基づいて問題を一つ一つ優先順位付けし、何が最も重要な課
題であるかの認識を共有した事例もある。 

  特定の団体あるいは資金提供者など、発言力の大きい特定の者が課題認識を付与するのでは、成功に
結び付かないことが示唆された。関係者が対等な立場で、議論を行い、課題への共通認識を醸成するこ
と、そして、共通認識に対しての取組方法が団体間で異なることを尊重し補完しあうことが、協働による支援
の方向づけを行う上で、極めて重要なプロセスであると言える。 
 

 「関係者の関与の在り方」 

  複数の関係団体が協働する場合、互いの意識相違や利害の対立等により、協働の取組がうまくいかない
ケースもある。今回の調査においても、共通の目標設定に際して表現ぶり等で合意が取れなかったケース
や、非営利団体が多い地域で協働による取組を開始したが、資金獲得競争が発生して取組が持続できな
かったケースもあった。これは、前段の地域の実態調査や関係者間の徹底した議論が不足していたこと等に
よるものもある。 

  一方で、課題把握やアジェンダ設定のための徹底的な議論を通して、事務局的な機能を担う団体が常に
データや状況を収集し、関係団体間で共有することで、協働による支援を長期的に維持している取組も見
られた。こうした取組では、「パートナー間で足並みを完全にそろえる必要はなく、緩やかなネットワークを形
成」することや「100％の方針理解を得られないこともあるが、相互にやりたいことを尊重する姿勢」を重視し
ていた。 

  協働を推進する上では、大きなアジェンダのもと、特定のアプローチを押し付けるのではなく、多様な関係者
がそれぞれの方法で取り組むことを尊重し、許容し、補完し合って協働に取り組むことが重要であると言え
る。 
 

 「成果」 

  コレクティブインパクトの手法を取組の当初から意識して実践するケースもいくつかあった中で、それらの複数
の取組においても、成果指標を数値で設定することをしていなかった。共通の課題認識のもと、関係団体が
それぞれの方法で取り組むことを尊重しながら取組を進め成果を増大させていくには、データの捕捉・共有と、
データに基づく取組の改善が重要であり、そのために研究者が関与する場合も有効であることが示唆された。 
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 結びに 

休眠預金等活用制度が我が国で本格的に運用開始された。本制度では、①子ども・若者支援、②日常生活に
困難を有する方等の支援、③地域活性化等の支援という３つの分野で社会課題解決に取り組む団体を、資金
的支援と非資金的支援を組み合わせて実施するものである。既に多くの団体が本制度の下で事業を開始した。本
制度では、助成金の交付を受ける団体だけでなく、同じような活動に取り組む団体、自治体、社会貢献を考える
地域企業や個人等、これまで社会課題解決に携わってこなかった方たちにも、多くの示唆や活動参加の機会となる
ことが期待されている。本報告書が、社会課題解決に取り組む団体だけでなく、自治体や地域企業、金融機関、
研究者等にとって、社会課題解決のための協働のヒントになり、何かのアクションにつながることを願い、結語とする。 
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